
介護・福祉・医療・国民健康保険等に関する
自治体アンケート調査項目
                                           自治体名 　　　　　　　　　　 　　　　　　　
                                           所属課　　　　　　　　　　℡　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　記入者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．介護保険及び高齢者福祉施策
(1)介護保険料の自治体独自の減免措置がありますか。
（　　　）ない　
（　　　）ある→実施年月（　　年　　月）　2010年度実績（　　　）件（　　　　）円　
(2)利用料の自治体独自の減免措置がありますか。
（　　　）ない　　　
（　　　）ある→実施年月（　　年　　月）　2010年度実績（　　　）件（　　　　）円　
(3)居住費・食事サービス費についての負担軽減策について
イ．自治体独自の負担軽減策がある。
（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
ロ．自治体独自の負担軽減策を検討している。
（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
ハ．自治体独自の負担軽減策は必要ないと考えている。
(4)財政安定化基金の2010年度末の残高　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　）円
(5)2010年度の困難事例のうち、措置対応した件数は？　　　　　（　　　　　　　　）件
(6)特別養護老人ホームの最新の待機者数と内訳をお聞かせください。（2011年　月現在）
　総数　　　　人（在宅　　　人、老人保健施設　　　人、病院       人、その他　　　　　人）
(7)住宅改修の受領委任払い制度の実施はありますか。実施予定を含め、該当項目に○印を付し、その実施年月もご記入ください。
（　　　）実施している。→（実施年月　　　）2010年度実績：（　　　）件、金額（　　　）円
（　　　）実施を予定している。　→　（実施予定年月　　　　　　　　　　　　）
（　　　）実施の予定はない。
(8)福祉用具の受領委任払い制度の実施はありますか。実施予定を含め、該当項目に○印を付し、その実施年月もご記入ください。
（　　　）実施している。
（　　　）実施を予定している。　→　（実施予定年月　　　　　　　　　　　　）
（　　　）実施の予定はない。
(9)配食サービスについて、該当項目に○印を付し、必要事項をご記入ください。
	配
食
方式
	実施の有無
	（　　）実施している、（　　）していない、（　　）検討中

	
	実施回数（週○回昼・夕などと記入）
	総延べ食事数（　　　　　）食÷年間配食日数（　　　）日＝１日当たり平均（　　　　）食

	
	月平均利用者実数（2010年度）
	

	
	１食あたりの助成額
	

	
	１食あたりの利用者負担額
	

	会食方式
	実施の有無
	（　　）実施している、（　　）していない、（　　）検討中

	
	実施回数（週○回昼・夕などと記入）
	

	
	月平均利用者実数（2009年度）
	

	
	１食あたりの助成額
	

	
	１食あたりの利用者負担額
	


(10)独居・高齢者世帯へのゴミ出し援助について該当項目に○印を付し、必要事項をご記入ください。
	実施の有無
	（　　）実施している、（　　）していない、（　　）検討中である

	対象事業の名称
	

	対象者の要件
	

	１カ月平均利用者実数（2010年度）
	


(11)住宅改修（リフォーム）の助成制度について該当項目に○印を付し必要事項をご記入ください。
	助成制度の有無
	（　　）助成制度がある、（　　）助成制度はない、（　　）検討中である

	制度内容
	（　　）介護保険に上乗せして実施している

	
	上乗せの助成額
	

	
	利用者実数（2010年度）
	

	
	（　　）介護保険利用者以外の助成制度がある

	
	対象者とその要件
	

	
	助成額
	
	 利用者実数（2010年度）
	


(12)老人福祉法では、「（市町村）は老人の福祉に関し、必要な情報の把握に努める」としています。これに基づいて、一人暮らし高齢者や援助が必要なすべての高齢者の生活実態を把握しておられますか、それを「個別援助台帳」にきちんと記載されていますか。（○をつけてください）
・高齢者福祉の事業は従来通り、実施してきており、一人暮らし高齢者等の生活実態は把握し、台帳にきちんと記録をしている。
・一人暮らし高齢者等の生活実態把握・台帳への記録は、不充分になってきており、改善する予定である。
・一人暮らし高齢者等の生活実態把握・台帳への記録はほとんど出来ていない。
(13)ひとり暮らし、高齢ふたり世帯などへの安否確認、見守り、買い物などの生活支援の施策を実施
　されていますか。ある場合は、支援内容をご記入ください。
	


(14)高齢者や障害者に、外出支援のための施策についてお尋ねします。
①巡回バス・福祉バスを実施していますか。
　（　　　）実施している
　→利用料：高齢者＜　　歳以上＞（　　　）円、障害がある人（　　　）円、一般（　　　　）円
　（　　　）実施していない
②タクシー代を助成する制度がありますか。ある場合は、助成内容をご記入ください。
	


(15)介護認定者の障害者控除の認定について
①認定書の発行枚数（2010年度実績）は？（　　　　　　　）枚
②介護認定者に障害者控除の申請書または認定書を送付していますか。
（　　）申請書を送付している　→　2010年度（　　　　　　　）件　
（　　）認定書を送付している　→　2010年度（　　　　　　　）件
（　　）送付していない。
③認定書の発行の条件         （該当項目に○印を付し、必要事項をご記入ください）
（　　）以下の通りとしている。
　【特別障害者】
　・障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）判定基準のＢ１，Ｂ２、Ｃ１、Ｃ２に該当する人。
　・認知症高齢者の自立度判定基準に基づく対象者の認知症の程度がⅢａⅢｂ、Ⅳ又はMと判定される人 
　【障害者】
　・障害老人の日常生活自立度(寝たきり度)判定基準のＡ１、又はＡ２に該当する人。
　・認知症高齢者の自立度判定基準に基づく対象者の認知症の程度がⅡa又はⅡbと判定される人 
（　　）貴自治体の認定基準を記載して下さい。
【特別障害者】
・身体：
・認知：
【障害者】
・身体：
・認知：
２．高齢者医療について　（2011年9月1日現在）
(1)後期高齢者医療制度に加入しない65～74歳の障害者への障害者医療費助成制度について
　イ（　　）一部負担全額を助成している。　　
　ロ（　　）一部負担の内、一割を助成している。
　【一割助成の自治体へ】
　イ（　　）一部負担全額を助成を検討したい。
　ロ（　　）一割助成を継続する。　
(2)2011年8月1日現在の対象者
　後期高齢者医療受給者　　（　　　　　　　　）人
　短期保険証　　　　　　　（　　月　　　人）（　　月　　　人）
３．子育て支援について　（2011年9月1日現在）
(1)子どもの医療費助成制度についてお尋ねします。
	
	2011年9月時点の助成制度
	自己負担
	所得制限

	対
象
年
齢
　
	通院医療費
	・中学卒業まで
・小学卒業まで
・就学前（　）歳児まで
	・1000円　
・なし
	・あり
・なし

	
	入院医療費
	・中学卒業まで
・小学卒業まで
・就学前（ ）歳児まで
	・（　　　　）円　
・なし
	・あり
・なし


    ＊該当項目に○印を付け、必要箇所にご記入ください。
(2)小児科医の確保についてお聞かせください。
　イ．当自治体には小児科医は（　　　人）おり、小児科、乳幼児・学校健診等で困っていない。
　ロ．当自治体には小児科医は（　　　人）いるが、不足しており困っている。
　（困っている具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
(3)産科医の確保についてお聞かせ下さい。
　イ．当自治体には産科医は（　　　人）おり、特に困っていない。
　ロ．当自治体には産科医は（　　　人）いるが、不足しており困っている。
　（困っている具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
(4)病児保育について
イ．病児保育を実施している。（　　ｹ所）
ロ．病児保育所の実施を検討している。
ハ．病児保育所は考えていない。
(5)妊産婦健診について
①妊産婦健診の助成回数は何回ですか。
　産前の健診（　　　）回　　　　産後の健診（　　　）　　　妊婦歯科検診（　　　）回
②助成額（超音波は除く）　
　産前14回の合計助成額（超音波は除く）　（　　　　　　　　　）円
③超音波検査　
　助成回数　（　　　　）回　　　　　1回当たり助成額（　　　　　　　　　）円
　対象年齢　（　　　　）年齢制限なし　　　（　　　）35歳以上
(6)就学援助
①保護者への広報はどのようにしていますか。
学校では　（　　）入学説明会（　　　）入学式　（　　　）始業式　（　　　）
ホームページ
　　②就学援助の認定対象基準をご記入ください。
	生活保護基準額の（　　　　　　　）倍
そのほか



③就学援助の対象となる認定基準額または所得基準額をご記入ください。
・２人家族（母３０歳代、子ども小学生の場合）　　…　　（　　　　　　　　　　　）円
・４人家族（父母は３０歳代、子ども小学生と４歳児の場合）…（　　　　　　　　　）円
④申請書の受付先　（　　　）市町村窓口、（　　　）学校、（　　　）市町村窓口と学校のどちらも可
⑤民生委員の証明は必要ですか。　　（　　　）必要である　　（　　　）必要ない
　　⑥就学援助受給者数・予算額をご記入ください。
	
	２０１０年度
	２０１１年度
	

	受給者数
	人
	人
	

	受給割合
	％
	％
	

	支給額
	円
	円
	


※受給割合は、小数点第１位までご記入ください。
※２０１１年度の支給額は見込み額をご記入ください。
⑦支給項目を書き出してください。　（○×をご記入ください）
      学用品費（　）、通学費（　）、修学旅行費（　）、通学用品費（　）、校外活動費（　）
      (体育実技用品費（　）、新入学児童生徒学用品（　）
　　⑧支給方法　　（　　　）保護者への現金現物　　　（　　　）保護者の銀行口座に振り込み
　　⑨支給回数　　（　　　）回／年
(7)学校給食について（２０１１年度）
	
	全校数
	自校方式
	
	センター方式
	
	１食当たりの
給食費

	
	
	実施数
	割合
	実施数
	割合
	

	小学校
	校
	校
	％
	校
	％
	円

	中学校
	校
	校
	％
	校
	％
	円


４．国民健康保険　　※2011年9月1日現在でご記入ください。
(1)国保保険料（税）についてお聞かせください。
	
	区分
	定　　　義
	2011年度

	
	
	
	医療分
	支援分

	保
険
料
率
	所得割
	（　　　　　　　　）額
	×（　　　）％
	×（　　　）％

	
	資産割
	固定資産税額
	×（　　　）％
	×（　　　）％

	
	均等割
	加入者１人につき
	円
	円

	
	平等割
	１世帯につき
	円
	円

	１世帯当たり調定額（平均保険料）
	円
	円

	１人当たり調定額（平均保険料）
	円
	円

	一般会計からの１人当たり法定外繰入額
	円
	円


　　※2011年度の「一般会計からの1人当たり法定外繰入額」は、予算額をご記入ください。
(2)貴自治体の国民健康保険料の滞納世帯数等についてお尋ねします。（2011年6月1日現在）
	　　　　
	　　　世帯数
	
	　　　世帯数

	国保全加入世帯
	
	資格証明書の交付
	

	国保料滞納世帯
	
	短期被保険者証の交付
	


(3)滞納世帯に対する具体的な取り組みについてご記入ください。
(4)国民健康保険料の減免制度について
　国保料の減免制度について貴自治体の施策についてお尋ねします。
イ.申請減免条例がある。
ロ.申請減免制度を検討している。
ハ.申請減免制度は必要ないと考えている。
(5)資格証明書を交付している自治体のみご記入ください。
　①資格証明書を発行している場合、発行に当たっては、面談を実施していますか。
　　（　　）必ず面談している。　　（　　）面談がなくても交付する場合がある。
　　（　　）その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　②資格証明書の発行除外で配慮している点がありますか。
　　（　　）国の基準どおり実施している。
　　（　　）独自に配慮し、次の場合は交付対象から除外している。（○印をつけてください。）
　　　　　＜　　＞18歳年度末までの子どもがのいる世帯
　　　　　＜　　＞障害者医療費助成制度の対象世帯
　　　　　＜　　＞母子家庭等医療費助成制度の対象世帯
　　　　　＜　　＞病弱者
(6)短期保険証の発行期間別の発行枚数をお聞かせください。　（2011年9月1日現在）
・1カ月（　　　　　　）枚　・2カ月（　　　　　　）枚　　　・3カ月（　　　　　　）枚
・4カ月（　　　　　　）枚　・5カ月（　　　　　　）枚　　　・6カ月（　　　　　　）枚
・その他（　　　　　　）
(7)保険証の窓口留め置きについてお聞かせ下さい。
（　　）県の通知（2006年3月10日）の通り、1ヶ月以上の留め置きはない。（年間を通して）
（　　）県の通知の通り取り組んでいるが、1ヶ月以上の留め置きがある。 （年間を通して）
→記載時点での1ヶ月以上の留め置き件数（　　　）件
(8)国民健康保険法第44条の一部負担金減免制度について
①低所得者のための一部負担減免制度を実施していますか。
（　　）実施している　　　　
（　　）検討中である　　　　
（　　）実施の予定はない
②ある場合、生活保護基準を目安にした減免基準を設けていますか。
（　　）設けている　　　　　（　　）検討中である　　　　（　　）設けていない
③2010年度の減免件数　（　　　　）件　　　減免金額　（　　　　　　　　　）円
(9)受領委任制度についてお聞かせください。
①受領委任制度を実施していますか。
（　　）実施している　（　　）検討中である　（　　）実施の予定はない
②ある場合、2010年度の利用件数、金額をお聞かせください。
　2010年度の利用件数　（　　　　）件　　　金額　（　　　　　　　　　）円
(10)心身障害者医療費助成制度等が現物給付であるために国庫負担削減額について
①国は心身障害者医療費助成制度が現物給付方式であるためのペナルテイとして、各市町村国保への国庫負担を減らしています。金沢市では約2億以上です。貴自治体の国庫負担削減額はどれだけですか。
（2010年度実績）国庫負担削減額　　　　　　　　　　　千円
②金沢市は国庫負担減2億円を国保特別会計に一般会計から繰り入れをしています。貴自治体はどのようにしていますか。
・金沢市と同様に一般会計から国保特別会計に繰り入れている。
・一般会計から繰り入れはしていない。
・その他
③富山県は心身障③富山県は心身障害者医療費助成制度（現物給付）のために国庫負担削減分で県の責任分を各市町村に補填しています。貴自治体は石川県にどのように要望しますか。
・石川県に国庫負担削減分を補填するよう要望したいと考えている。
・石川県に国庫負担削減分の補填を要望することを検討したい。
・石川県への要望は考えていない。
(11)保険料（税）滞納者への差し押さえ件数・金額をご記入ください。　（2010年度）
（差し押さえ件数　　　　　　　　件　差し押さえ金額　　　　　　　　　　　　　　　円）
(12)下記の条件で傷病手当金・出産手当金を仮に支給した場合の試算日数・人数を教えてください。
①傷病手当金を支給するとしたら
　20歳～60歳で国保世帯主で2010年度入院された人の年間入院総日数は（　　　　　　日）
　Ａ×3100円＝　（　　　　　　　　　　）円が必要である。
②出産手当金（出産休暇手当金「健康保険制度同様」）を支給するとしたら
　2010年度出産育児一時金の支給を受けた人の人数は（　　　　　　人）  　　　　　　　
　Ｂ×30万円＝　（　　　　　　　　　　）円が必要である。
(13）非自発的離職者のための国保税減免制度について
　2010年の実績を教えてください。　（　　　　　）人
５．健診事業　※2011年度の実施状況をご記入ください。
(1)自己負担金・実施期間・実施方式　
	健診（検診）の種類
	実施方式
	個別医療機関委託
	集団健診（検診）

	
	
	自己負担
	実施期間
	自己負担
	実施回数

	特定健診
	個別・集団
	
	
	
	

	が
ん
検
診
	胃がん
	個別・集団
	
	
	
	

	
	大腸がん
	個別・集団
	
	
	
	

	
	肺がん
	個別・集団
	
	
	
	

	
	子宮がん
	個別・集団
	
	
	
	

	
	乳がん
	超音波
	個別・集団
	
	
	
	

	
	
	マンモグラフィー
	個別・集団
	
	
	
	

	
	前立腺がん
	個別・集団
	
	
	
	

	歯周疾患
	個別・集団
	
	
	
	


(2)40歳未満の住民を対象にした健康診査について
（　　）実施している　→　健診内容（　　　）特定健診と同じ、（　　　）特定健診とは異なる
（　　）実施していない
(3)歯周疾患検診の対象年齢・回数
　（　　）節目年齢に限定せず毎年受けられる　　　
　（　　）40・50・60・70歳の年に受けられる
　（　　）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
６．任意予防接種の助成　　
	ワクチンの種類
	・助成中・予定・検討中
	対象
	助成額　円／回・回数

	ヒブワクチン
	・助成中・予定・検討中
	
	
	     回

	小児用肺炎球菌ワクチン
	・助成中・予定・検討中
	
	
	     回

	成人用肺炎球菌ワクチン
	・助成中・予定・検討中
	
	
	     回

	子宮頸がんワクチン
	・助成中・予定・検討中
	
	
	     回

	みずぼうそうワクチン
	・助成中・予定・検討中
	
	
	     回

	おたふくかぜワクチン
	・助成中・予定・検討中
	
	
	     回

	季節性インフルエンザ
	・助成中
	
	
	     回


７．公立病院について　　（2011年9月1日現在）
　診療科の縮小、病棟・病床閉鎖、医師・看護師不足などについて、今後の変更予定・抱えている
問題点などがありましたらご記入ください。
	


８．保育所従事者数の現況
(1)保育所数　　　公立（　　　ヶ所）　私立（　　　ヶ所）　
(2)公立保育所への保育所国庫補助金が一般財源化（事実上補助金の削減又は縮小）されたことにより、民営化される自治体が増えていますが、貴自治体の意向をお聞かせください。
　・公立保育所を民営化する方針はとっていない。
　・公立保育所を可能な限り民営化したい。
      既に民営化した保育所は　（　　　ヶ所）
(3)保育従事者の非正規化が進行していますが、貴自治体ではどのようになっていますか。　　　　 ①公立保育所　正規職員数（　　　　　）非正規職員数　　（　　　　　　　）　　　　　　　 ・非正規職員数の内訳は（・非常勤職員　人・派遣職員　人・その他　　　　人）　　　　　　・非正規職員の内で　　 （　有資格者＝　　　　人、　無資格者　　　　　人）　　　　　　　②私立保育所　正規職員数（　　　　　）非正規職員数　　（　　　　　　　）　　　　　　　・非正規職員数の内訳は（・非常勤職員　人・派遣職員　人・その他　　　　人）　　　　　　
・非正規職員の内で　　 （　有資格者＝　　　　人、　無資格者　　　　　人）　　　　　　　
(4)政府は、保育所、幼稚園を「子ども園」に統合・一括して、予算は保育所・幼稚園、学童保育などあらゆる子育て支援をまとめて一括交付金化しようとしていますが、それが実施されたら、貴自治体ではどのような影響があるのか、お聞かせください。
   ・重大な影響があると思っている。
　 ・どのような影響があるのか、分からない。
　 ・あまり影響がないと思っている。　
   ・その他「
ご協力ありがとうございました。


